
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基材フィルムの少なくとも一方の面に、（Ａ）電離放射線による硬化樹脂を含む厚さ２～
２０μｍのハードコート層、（Ｂ）電離放射線による硬化樹脂と金属酸化物を含み、屈折
率が１ .７０～１ .９５の範囲にある厚さ３０～１２０ｎｍの高屈折率層Ｉ、（Ｃ）電離放
射線による硬化樹脂と金属酸化物を含み、屈折率が１ .６０～１ .７０の範囲にある厚さ５
～７０ｎｍの高屈折率層 II、及び（Ｄ）シロキサン系ポリマーを含み、屈折率が１ .３７
～１ .４７の範囲にある厚さ６０～１８０ｎｍの低屈折率層を順次積層したことを特徴と
する光学用フィルム。
【請求項２】
（Ａ）層のハードコート層がアンチグレア性ハードコート層である請求項１記載の光学用
フィルム。
【請求項３】
（Ｂ）層の高屈折率層Ｉにおける金属酸化物が酸化チタン及び／又は錫ドープ酸化インジ
ウムである請求項１又は２記載の光学用フィルム。
【請求項４】
（Ｃ）層の高屈折率層 IIにおける金属酸化物がアンチモンドープ酸化錫である請求項１、
２又は３記載の光学用フィルム。
【請求項５】
（Ｄ）層の低屈折率層が帯電防止性能を有する請求項１ないし４のいずれかに記載の光学
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用フィルム。
【請求項６】
さらに、（Ｄ）層上に、（Ｅ）防汚コート層を設けてなる請求項１ないし５のいずれかに
記載の光学用フィルム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は光学用フィルムに関し、さらに詳しくは、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）、ブ
ラウン管（ＣＲＴ）、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）などの画像表示素子の表面の光の反射
を効果的に防止し、かつ耐擦傷性に優れる上、製造コストの低い光学用フィルムに関する
ものである。
【０００２】
【従来の技術】
ＰＤＰ、ＣＲＴ、ＬＣＤなどのディスプレイにおいては、画面に外部から光が入射し、こ
の光が反射して表示画像を見ずらくすることがあり、特に近年、フラットパネルディスプ
レイの大型化に伴い、上記問題を解決することが、ますます重要な課題となってきている
。
このような問題を解決するために、これまで種々のディスプレイに対して、様々な反射防
止処置や防眩処置がとられている。その一つとして反射防止フィルムを各種のディスプレ
イに使用することが行われている。
この反射防止フィルムは、従来、蒸着やスパッタリングなどのドライプロセス法により、
基材フィルム上に、低屈折率の物質（ＭｇＦ 2）を薄膜化する方法や、屈折率の高い物質
［ＩＴＯ（錫ドープ酸化インジウム）、ＴｉＯ 2など］と屈折率の低い物質（ＭｇＦ 2、Ｓ
ｉＯ 2など）を交互に積層する方法などで作製されている。しかしながら、このようなド
ライプロセス法で作製された反射防止フィルムは、製造コストが高くつくのを逸れないと
いう問題があった。
そこで、近年、ウエットプロセス法、すなわちコーティングにより反射防止フィルムを作
製することが試みられている。しかしながら、このウエットプロセス法により作製された
反射防止フィルムにおいては、前記のドライプロセス法による反射防止フィルムに比べて
、表面の耐擦傷性に劣るという問題が生じる。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、このような事情のもとで、ＰＤＰ、ＣＲＴ、ＬＣＤなどの画像表示素子の表面
の光の反射を効果的に防止し、かつ耐擦傷性に優れ、しかも製造コストの低い光学用フィ
ルムを提供することを目的としてなされたものである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、反射防止性能及び耐擦傷性に優れ、かつ安価な反射防止フィルムについて
鋭意研究を重ねた結果、基材フィルム上に、ウエットプロセスにより、特定の性状と厚さ
を有するハードコート層、高屈折率層Ｉ、高屈折率層 II及び低屈折率層を順次積層し、さ
らに場合により、防汚コート層を設けた反射防止フィルムが、光学用フィルムとして、前
記目的に適合し得ることを見出し、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
すなわち、本発明は、
（１）基材フィルムの少なくとも一方の面に、（Ａ）電離放射線による硬化樹脂を含む厚
さ２～２０μｍのハードコート層、（Ｂ）電離放射線による硬化樹脂と金属酸化物を含み
、屈折率が１ .７０～１ .９５の範囲にある厚さ３０～１２０ｎｍの高屈折率層Ｉ、（Ｃ）
電離放射線による硬化樹脂と金属酸化物を含み、屈折率が１ .６０～１ .７０の範囲にある
厚さ５～７０ｎｍの高屈折率層 II、及び（Ｄ）シロキサン系ポリマーを含み、屈折率が１
.３７～１ .４７の範囲にある厚さ６０～１８０ｎｍの低屈折率層を順次積層したことを特
徴とする光学用フィルム、（２）（Ａ）層のハードコート層がアンチグレア性ハードコー
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ト層である第１項記載の光学用フィルム、
（３）（Ｂ）層の高屈折率層Ｉにおける金属酸化物が酸化チタン及び／又は錫ドープ酸化
インジウムである第１項又は第２項記載の光学用フィルム、
（４）（Ｃ）層の高屈折率層 IIにおける金属酸化物がアンチモンドープ酸化錫である第１
項、第２項又は第３項記載の光学用フィルム、
（５）（Ｄ）層の低屈折率層が帯電防止性能を有する第１項ないし第４項のいずれかに記
載の光学用フィルム、及び
（６）さらに、（Ｄ）層上に、（Ｅ）防汚コート層を設けてなる第１項ないし第５項のい
ずれかに記載の光学用フィルム、
を提供するものである。
【０００５】
【発明の実施の形態】
本発明の光学用フィルムは、ウエットプロセス法により、基材フィルムの少なくとも一方
の面に、（Ａ）ハードコート層、（Ｂ）高屈折率層Ｉ、（Ｃ）高屈折率層 II及び（Ｄ）低
屈折率層が順次積層され、さらに所望により該（Ｄ）層上に（Ｅ）防汚コート層が設けら
れた構造を有する反射防止フィルムである。
本発明の光学用フィルムにおける基材フィルムについては特に制限はなく、従来光学用反
射防止フィルムの基材として公知のプラスチックフィルムの中から適宜選択して用いるこ
とができる。このようなプラスチックフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタ
レート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートなどのポリエステルフ
ィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、セロファン、ジアセチルセル
ロースフィルム、トリアセチルセルロースフィルム、アセチルセルロースブチレートフィ
ルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコールフ
ィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネ
ートフィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテルエー
テルケトンフィルム、ポリエーテルスルホンフィルム、ポリエーテルイミドフィルム、ポ
リイミドフィルム、フッ素樹脂フィルム、ポリアミドフィルム、アクリル樹脂フィルム等
を挙げることができる。
これらの基材フィルムは、透明、半透明のいずれであってもよく、また、着色されていて
もよいし、無着色のものでもよく、用途に応じて適宜選択すればよい。例えば液晶表示体
の保護用として用いる場合には、無色透明のフィルムが好適である。
これらの基材フィルムの厚さは特に制限はなく、状況に応じて適宜選定されるが、通常１
５～２５０μｍ、好ましくは３０～２００μｍの範囲である。また、この基材フィルムは
、その表面に設けられる層との密着性を向上させる目的で、所望により片面又は両面に、
酸化法や凹凸化法などにより表面処理を施すことができる。上記酸化法としては、例えば
コロナ放電処理、クロム酸処理（湿式）、火炎処理、熱風処理、オゾン・紫外線照射処理
などが挙げられ、また、凹凸化法としては、例えばサンドブラスト法、溶剤処理法などが
挙げられる。これらの表面処理法は基材フィルムの種類に応じて適宜選ばれるが、一般に
はコロナ放電処理法が効果及び操作性などの面から、好ましく用いられる。また、片面又
は両面にプライマー処理を施したものも用いることができる。
【０００６】
本発明の光学用フィルムにおいては、前記基材フィルムの少なくとも一方の面に、まず（
Ａ）層である電離放射線による硬化樹脂を含むハードコート層が設けられる。このハード
コート層はアンチグレア性を有することが好ましく、したがって、該ハードコート層中に
は、前記電離放射線による硬化樹脂と共に、アンチグレア性を付与する各種充填剤を含有
させることができる。
このようなハードコート層は、例えば電離放射線硬化性化合物と、所望により、アンチグ
レア性を付与する充填剤や光重合開始剤などを含むハードコート層形成用塗工液を、基材
フィルム上にコーテイングして塗膜を形成させ、電離放射線を照射して、該塗膜を硬化さ
せることにより、形成することができる。
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前記の電離放射線硬化性化合物としては、例えば光重合性プレポリマー及び／又は光重合
性モノマーを挙げることができる。上記光重合性プレポリマーには、ラジカル重合型とカ
チオン重合型があり、ラジカル重合型の光重合性プレポリマーとしては、例えばポリエス
テルアクリレート系、エポキシアクリレート系、ウレタンアクリレート系、ポリオールア
クリレート系などが挙げられる。ここで、ポリエステルアクリレート系プレポリマーとし
ては、例えば多価カルボン酸と多価アルコールの縮合によって得られる両末端に水酸基を
有するポリエステルオリゴマーの水酸基を（メタ）アクリル酸でエステル化することによ
り、あるいは、多価カルボン酸にアルキレンオキシドを付加して得られるオリゴマーの末
端の水酸基を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得ることができる。エポキ
シアクリレート系プレポリマーは、例えば、比較的低分子量のビスフェノール型エポキシ
樹脂やノボラック型エポキシ樹脂のオキシラン環に、（メタ）アクリル酸を反応しエステ
ル化することにより得ることができる。ウレタンアクリレート系プレポリマーは、例えば
、ポリエーテルポリオールやポリエステルポリオールとポリイソシアネートの反応によっ
て得られるポリウレタンオリゴマーを、（メタ）アクリル酸でエステル化することにより
得ることができる。さらに、ポリオールアクリレート系プレポリマーは、ポリエーテルポ
リオールの水酸基を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得ることができる。
これらの光重合性プレポリマーは１種用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いても
よい。
【０００７】
一方、カチオン重合型の光重合性プレポリマーとしては、エポキシ系樹脂が通常使用され
る。このエポキシ系樹脂としては、例えばビスフェノール樹脂やノボラック樹脂などの多
価フェノール類にエピクロルヒドリンなどでエポキシ化した化合物、直鎖状オレフィン化
合物や環状オレフィン化合物を過酸化物などで酸化して得られた化合物などが挙げられる
。
また、光重合性モノマーとしては、例えば１ ,４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、１ ,６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メ
タ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリ
コールアジペートジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニルジ（メタ）アクリレート、カプロラクト
ン変性ジシクロペンテニルジ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド変性リン酸ジ（メ
タ）アクリレート、アリル化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレート、イソシアヌレート
ジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールト
リ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プロピレン
オキシド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシ
エチル）イソシアヌレート、プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）ア
クリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性
ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどの多官能アクリレートが挙げら
れる。これらの光重合性モノマーは１種用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いて
もよく、また、前記光重合性プレポリマーと併用してもよい。
【０００８】
一方、所望により用いられる光重合開始剤としては、ラジカル重合型の光重合性プレポリ
マーや光重合性モノマーに対しては、例えばベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベ
ンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾイン－ｎ－ブチルエ
ーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、アセトフェノン、ジメチルアミノアセトフェノ
ン、２ ,２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２ ,２－ジエトキシ－２－フェニ
ルアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１
－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－ (メチルチオ )フェ
ニル］－２－モルフォリノ－プロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェ
ニル－２（ヒドロキシ－２－プロプル）ケトン、ベンゾフェノン、ｐ－フェニルベンゾフ
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ェノン、４ ,４ '－ジエチルアミノベンゾフェノン、ジクロロベンゾフェノン、２－メチル
アントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－タ－シャリ－ブチルアントラキノン、
２－アミノアントラキノン、２－メチルチオキサントン、２－エチルチオキサントン、２
－クロロチオキサントン、２ ,４－ジメチルチオキサントン、２ ,４－ジエチルチオキサン
トン、ベンジルジメチルケタール、アセトフェノンジメチルケタール、ｐ－ジメチルアミ
ン安息香酸エステルなどが挙げられる。また、カチオン重合型の光重合性プレポリマーに
対する光重合開始剤としては、例えば芳香族スルホニウムイオン、芳香族オキソスルホニ
ウムイオン、芳香族ヨードニウムイオンなどのオニウムと、テトラフルオロボレート、ヘ
キサフルオロホスフェート、ヘキサフルオロアンチモネート、ヘキサフルオロアルセネー
トなどの陰イオンとからなる化合物が挙げられる。これらは１種用いてもよいし、２種以
上を組み合わせて用いてもよく、また、その配合量は、前記光重合性プレポリマー及び／
又は光重合性モノマー１００重量部に対して、通常０ .２～１０重量部の範囲で選ばれる
。
【０００９】
一方、所望により用いられるアンチグレア性を付与する充填剤としては、従来アンチグレ
ア性を付与するための充填剤として知られているものの中から任意のものを適宜選択して
用いることができる。このような充填剤としては、例えば平均粒径１ .５～７μｍ程度の
シリカ粒子、コロイド状シリカ粒子のアミン化合物による凝集物であって、平均粒径が０
.５～１０μｍ程度のもの、あるいは平均粒径０ .５～５μｍ程度のシリカ粒子と平均粒径
１～６０ｎｍ程度の金属酸化物微粒子との混合物などを挙げることができる。これらの充
填剤のハードコート層における含有量は、得られる光学用フィルムの防眩性能や耐擦傷性
などを考慮して、適宜選定するのがよい。
本発明において用いられるハードコート層形成用塗工液は、必要に応じ、適当な溶剤中に
、前記の電離放射線硬化性化合物及び所望により用いられる前記の充填剤や光重合開始剤
、さらには各種添加剤、例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、レベリング剤、消
泡剤などを、それぞれ所定の割合で加え、溶解又は分散させることにより、調製すること
ができる。
この際用いる溶剤としては、例えばヘキサン、ヘプタン、シクロヘキサンなどの脂肪族炭
化水素、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素、塩化メチレン、塩化エチレンなどの
ハロゲン化炭化水素、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノールなどのアルコ
ール、アセトン、メチルエチルケトン、２－ペンタノン、イソホロンなどのケトン、酢酸
エチル、酢酸ブチルなどのエステル、エチルセロソルブなどのセロソルブ系溶剤などが挙
げられる。
このようにして調製された塗工液の濃度、粘度としては、コーティング可能な濃度、粘度
であればよく、特に制限されず、状況に応じて適宜選定することができる。
【００１０】
次に、基材フィルムの一方の面に、上記塗工液を、従来公知の方法、例えばバーコート法
、ナイフコート法、ロールコート法、ブレードコート法、ダイコート法、グラビアコート
法などを用いて、コーティングして塗膜を形成させ、乾燥後、これに電離放射線を照射し
て該塗膜を硬化させることにより、ハードコート層が形成される。
電離放射線としては、例えば紫外線や電子線などが挙げられる。上記紫外線は、高圧水銀
ランプ、ヒュージョンＨランプ、キセノンランプなどで得られる。一方電子線は、電子線
加速器などによって得られる。この電離放射線の中では、特に紫外線が好適である。なお
、電子線を使用する場合は、重合開始剤を添加することなく、硬化膜を得ることができる
。
このようにして形成されたハードコート層の厚さは２～２０μｍの範囲である。この厚さ
が２μｍ未満では得られる光学用フィルムの耐擦傷性が十分に発揮されないおそれがある
し、また２０μｍを超えるとハードコート層にクラックが発生することがある。このハー
ドコート層の好ましい厚さは３～１５μｍの範囲であり、特に５～１０μｍの範囲が好適
である。

10

20

30

40

50

(5) JP 4008203 B2 2007.11.14



本発明の光学用フィルムにおいては、この（Ａ）層のハードコート層の屈折率は、通常１
.４７～１ .６０、好ましくは１ .４９～１ .５５の範囲である。
本発明の光学用フィルムにおいては、前記ハードコート層上に、（Ｂ）層である高屈折率
層Ｉ及び（Ｃ）層である高屈折率層 IIが順次形成される。
前記（Ｂ）層の高屈折率層Ｉは、電離放射線による硬化樹脂と金属酸化物を含み、屈折率
が１ .７０～１ .９５の範囲にあり、かつ厚さが３０～１２０ｎｍの範囲である。該屈折率
が１ .７０未満では反射防止性能に優れる光学用フィルムが得られにくく、本発明の目的
が達せられない。また、屈折率が１ .９５を超える層は形成することが困難である。好ま
しい屈折率は１ .７０～１ .７５の範囲である。
【００１１】
前記金属酸化物としては、膜厚が３０～１２０ｎｍにて屈折率が１ .７０～１ .９５の範囲
にある層が得られるものであればよく、特に制限されず、例えば酸化チタン、錫ドープ酸
化インジウム、酸化タンタルなどが挙げられる。これらの中で、酸化チタン及び錫ドープ
酸化インジウムが好ましい。これらの金属酸化物は１種を単独で用いてもよいし、２種以
上を組み合わせて用いてもよい。
高屈折率層Ｉにおける前記金属酸化物の含有量としては特に制限はなく、該高屈折率層Ｉ
の所望の膜厚及び屈折率などに応じて、適宜選定されるが、通常、硬化樹脂１００重量部
に対し、２００～６００重量部程度である。
この高屈折率層Ｉは、以下のようにして形成することができる。まず、必要に応じ、適当
な溶剤中に、電離放射線硬化性化合物、前記金属酸化物及び所望により用いられる光重合
開始剤や各種添加剤、例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、レベリング剤、消泡
剤などを、それぞれ所定の割合で加え、溶解又は分散させて塗工液を調製する。次に、こ
の塗工液を、（Ａ）層のハードコート層上コーティングして塗膜を形成させ、電離放射線
を照射して、該塗膜を硬化させることにより、（Ｂ）層の高屈折率層Ｉを形成することが
できる。
ここで、電離放射線硬化性化合物、光重合開始剤、塗工液の調製に用いられる溶剤、塗工
液のコーティング方法及び電離放射線などは、前述の（Ａ）層であるハードコート層につ
いての説明で示したとおりである。
【００１２】
次に、この高屈折率層Ｉ上に設けられる（Ｃ）層の高屈折率層 IIは、電離放射線による硬
化樹脂と金属酸化物を含み、屈折率が１ .６０～１ .７０の範囲にあり、かつ厚さが５～７
０ｎｍの範囲である。この（Ｃ）層は、屈折率が高く、かつその上に設けられる（Ｄ）層
のシロキサン系ポリマーを含む低屈折率層との密着性に優れることが肝要である。このよ
うな点から、前記金属酸化物としては、上記条件を満たすものであればよく、特に制限は
ないが、例えばアンチモンドープ酸化錫（ＡＴＯ）、酸化錫などを好ましく挙げることが
できる。これらの金属酸化物は、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて
用いてもよい。
この金属酸化物層 IIの屈折率が１ .６０未満では反射防止性能に優れる光学用フィルムが
得られにくく、本発明の目的が達せられない。また、その上に設けられる（Ｄ）層との密
着性に優れ、かつ屈折率が１ .７０を超える層は得られにくい。
【００１３】
つまり、本発明の光学用フィルムにおいては、（Ａ）層のハードコート層上に高屈折率層
Ｉ及び IIを積層することにより、この層Ｉと層 IIが一体化して高屈折率層として機能する
と共に、（Ｄ）層のシロキサン系ポリマーを含む低屈折率層との密着性に優れる層を形成
することができる。
高屈折率層 IIにおける前記金属酸化物の含有量としては特に制限はなく、該高屈折率層 II
の所望の膜厚及び屈折率などに応じて、適宜選定されるが、通常硬化樹脂１００重量部に
対し、２００～６００重量部程度である。
この高屈折率層 IIは、以下のようにして形成することができる。まず、必要に応じ、適当
な溶剤中に、電離放射線硬化性化合物、前記金属酸化物及び所望により用いられる光重合
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開始剤や各種添加剤、例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、レベリング剤、消泡
剤などを、それぞれ所定の割合で加え、溶解又は分散させて塗工液を調製する。次に、こ
の塗工液を、（Ｂ）層の高屈折率層Ｉ上にコーティングして塗膜を形成させ、電離放射線
を照射して該塗膜を硬化させることにより、（Ｃ）層の高屈折率層 IIを形成することがで
きる。
ここで、電離放射線硬化性化合物、光重合開始剤、塗工液の調製に用いられる溶剤、塗工
液のコーティング方法及び電離放射線などは、前述の（Ａ）層であるハードコート層につ
いての説明で示したとおりである。
本発明においては、前記（Ａ）層のハードコート層、（Ｂ）層の高屈折率層Ｉ及び（Ｃ）
層の高屈折率層 IIの形成は、以下に示す方法で行うのが有利である。
まず、基材フィルムの一方の面にハードコート層形成用塗工液をコーティングして塗膜を
形成させ、電離放射線を照射してハーフキュア状態に硬化させる。この際、紫外線を照射
する場合には、光量は、通常５０～１５０ｍＪ／ cm2程度である。次いで、このようにし
て形成されたハーフキュア状態の硬化層上に、（Ｂ）層形成用塗工液をコーティングして
塗膜を形成させ、上記と同様に電離放射線を照射してハーフキュア状態に硬化させる。次
に、このハーフキュア状態の硬化層上に、（Ｃ）層形成用塗工液をコーティングして塗膜
を形成させ、電離放射線を十分に照射し、前記（Ａ）層及び（Ｂ）層と共に完全に硬化さ
せる。この際、紫外線を照射する場合、光量は、通常４００～１０００ｍＪ／ cm2程度で
ある。
このようにして、基材フィルム上に、（Ａ）層と（Ｂ）層間、及び（Ｂ）層と（Ｃ）層間
の密着性に優れる（Ａ）層のハードコート層、（Ｂ）層の高屈折率層Ｉ及び（Ｃ）層の高
屈折率層 IIが順次形成される。
【００１４】
本発明の光学用フィルムにおいては、このようにして形成された（Ｃ）層の高屈折率層 II
上に、（Ｄ）層である低屈折率層が形成される。この低屈折率層は、シロキサン系ポリマ
ーを含むものであって、屈折率が１ .３７～１ .４７の範囲にあり、かつ厚さが６０～１８
０ｎｍの範囲である。該屈折率や厚さが上記範囲を逸脱すると反射防止性能及び耐擦傷性
に優れる光学用フィルムが得られにくい。
このシロキサン系ポリマーを含む層としては、例えば無機シリカ系化合物（ポリケイ酸も
含む）、ポリオルガノシロキサン系化合物、あるいはこれらの混合系を含む層を挙げるこ
とができる。この層を形成する無機シリカ系化合物やポリオルガノシロキサン系化合物は
従来公知の方法によって製造することができる。
例えば、一般式［１］
Ｒ 1

nＳｉ (ＯＲ 2 )4 - n　　　　　　　　　　  …［１］
〔式中のＲ 1は非加水分解性基であって、アルキル基、置換アルキル基（置換基：ハロゲ
ン原子、水酸基、チオール基、エポキシ基、（メタ）アクリロイルオキシ基など）、アル
ケニル基、アリール基又はアラルキル基、Ｒ 2は低級アルキル基であり、ｎは０又は１～
３の整数である。Ｒ 1及びＯＲ 2がそれぞれ複数ある場合、複数のＲ 1は同一でも異なって
いてもよく、また複数のＯＲ 2は同一でも異なっていてもよい。〕
で表されるアルコキシシラン化合物を、塩酸や硫酸などの無機酸、シュウ酸や酢酸などの
有機酸を用いて部分又は完全加水分解し、重縮合させる方法が好ましく用いられる。
この場合、ｎが０の化合物、すなわちテトラアルコキシシランを完全加水分解すれば無機
シリカ系の化合物が得られるし、部分加水分解すれば、ポリオルガノシロキサン系化合物
又は無機シリカ系化合物とポリオルガノシロキサン系化合物との混合系が得られる。一方
、ｎが１～３の化合物では、非加水分解性基を有するので、部分又は完全加水分解により
、ポリオルガノシロキサン系化合物が得られる。この際、加水分解を均一に行うために、
適当な有機溶媒を用いてもよい。
【００１５】
前記一般式［１］で表されるアルコキシシラン化合物の例としては、テトラメトキシシラ
ン、テトラエトキシシラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトライソプロポキシシラ
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ン、テトラ－ｎ－ブトキシシラン、テトライソブトキシシラン、テトラ－ｓｅｃ－ブトキ
シシラン、テトラ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリ
エトキシシラン、メチルトリプロポキシシラン、メチルトリイソプロポキシシラン、エチ
ルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、プロピルトリエトキシシラン、ブチ
ルトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、γ
－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アクリロイルオキシプロピルトリメト
キシシラン、γ－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキ
シシラン、メチルフェニルジメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエ
トキシシラン、ジビニルジメトキシシラン、ジビニルジエトキシシラン、トリビニルメト
キシシラン、トリビニルエトキシシランなどが挙げられる。これらは単独で用いてもよい
し、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００１６】
また、この際、必要ならば、アルミニウム化合物、例えば塩化アルミニウムやトリアルコ
キシアルミニウムなどを適当量添加することができる。
さらに、別の方法として、原料のケイ素化合物にメタケイ酸ナトリウム、オルソケイ酸ナ
トリウム又は水ガラス（ケイ酸ナトリウム混合物）を用い、塩酸、硫酸、硝酸などの酸又
は塩化マグネシウム、硫酸カルシウムなどの金属化合物を作用させ、加水分解処理する方
法を用いることができる。この加水分解処理により、遊離のケイ酸が生成するが、このも
のは重合しやすく、原料の種類によって異なるが、鎖状、環状、網目状のものの混合物で
ある。水ガラスから得られたポリケイ酸は、一般式［２］
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中のｍは重合度を示し、Ｒは水素原子、ケイ素又はマグネシウムやアルミニウムなど
の金属である。）
で表される鎖状構造のものが主体なる。
このようにして、完全な無機シリカ系化合物が得られる。なお、無機シリカ系化合物とし
て、シリカゲル（ＳｉＯ X・ｎＨ 2Ｏ）も使用することができる。
この（Ｄ）層の低屈折率層は、前記のシロキサン系ポリマー又はその前駆体を含む塗工液
を、従来公知の方法、例えばバーコート法、ナイフコート法、ロールコート法、ブレード
コート法、ダイコート法、グラビアコート法などを用いて、（Ｃ）層の高屈折率層 II上に
コーティングし、塗膜を形成させ、加熱処理することにより、形成することができる。
このようにして形成されたシロキサン系ポリマーを含む低屈折率層において、該シロキサ
ン系ポリマーが、シラノール基やその他親水性基を有する場合には、帯電防止性能が付与
され、得られる光学用フィルムにほこりなどが付着しにくくなり、好ましい。
本発明の光学用フィルムにおいては、所望により、前記（Ｄ）層の低屈折率層上に防汚コ
ート層を設けることができる。この防汚コート層は、一般にフッ素系樹脂を含む塗工液を
、従来公知の方法、例えばバーコート法、ナイフコート法、ロールコート法、ブレードコ
ート法、ダイコート法、グラビアコート法などを用いて、（Ｄ）層の低屈折率層上にコー
ティングし、塗膜を形成させ、乾燥処理することにより、形成することができる。
この防汚コート層の厚さは、通常１～１０ｎｍ、好ましくは３～８ｎｍの範囲である。該
防汚コート層を設けることにより、得られる光学フィルムは、表面の滑り性が良くなると
共に、汚れにくくなる。
本発明の光学用フィルムにおいては、基材フィルムのハードコート層とは反対側の面に、
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液晶表示体などの被着体に貼着させるための粘着剤層を形成させることができる。この粘
着剤層を構成する粘着剤としては、光学用途用のもの、例えばアクリル系粘着剤、ウレタ
ン系粘着剤、シリコーン系粘着剤が好ましく用いられる。この粘着剤層の厚さは、通常５
～１００μｍ、好ましくは１０～６０μｍの範囲である。
さらに、この粘着剤層の上に、剥離フィルムを設けることができる。この剥離フィルムと
しては、例えばグラシン紙、コート紙、ラミネート紙などの紙及び各種プラスチックフィ
ルムに、シリコーン樹脂などの剥離剤を塗付したものなどが挙げられる。この剥離フィル
ムの厚さについては特に制限はないが、通常２０～１５０μｍ程度である。
【００１７】
【実施例】
次に、本発明を実施例により、さらに詳細に説明するが、本発明は、これらの例によって
なんら限定されるものではない。
なお、各例で得られた光学用フィルムの物性は、以下に示す方法に従って測定した。
（１）ボトム反射率
分光光度計［ (株 )島津製作所製「ＵＶ－３１０１ＰＣ」］により測定し、最も反射率が低
い波長における反射率をボトム反射率とした。
（２）耐擦傷性
スチールウール＃００００を用い、荷重９ .８×１０ - 3Ｎ／ mm2で５往復擦った後に目視観
察し、下記の判定基準で評価した。
○：傷が付かない
×：傷が付く
実施例１
（１）厚さ１８８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム［東洋紡績 (株 )
製、商品名「Ａ４１００」］の易接着コート面に、紫外線硬化型アクリル系ハードコート
剤［ＪＳＲ (株 )製、商品名「デソライトＫＺ７２２４」、固形分濃度４６重量％］を、完
全硬化後の厚さが５ .８μｍになるようにマイヤーバーＮｏ .１２にて塗布し、８０℃で１
分間乾燥したのち、これに紫外線を光量８０ｍＪ／ cm2で照射して、ハーフキュア状態に
硬化させ、ハードコート層を形成した。
（２）ＴｉＯ 2含有アクリル系ハードコート剤［ＪＳＲ (株 )製、商品名「デソライトＺ７
２５２Ｄ」、固形分濃度４５重量％、ＴｉＯ 2：アクリル樹脂＝７５：２５（重量比）］
を、固形分濃度が３重量％になるように、メチルイソブチルケトンとイソプロピルアルコ
ールとの重量比１：１の混合溶媒で希釈して、コート剤を調製した。次いで、このコート
剤を、マイヤーバーＮｏ .４にて、上記（１）の工程で形成されたハーフキュア状態の硬
化層上に、完全硬化後の厚さが９０ｎｍになるように塗布し、８０℃で１分間乾燥したの
ち、これに紫外線を光量８０ｍＪ／ cm2で照射して、ハーフキュア状態に硬化させ、高屈
折率層Ｉを形成した。
（３）アンチモンドープ酸化錫の分散液［石原テクノ (株 )製、商品名「ＳＮ－１００Ｐイ
ソブタノール分散体」、固形分濃度３０重量％］１００重量部に対し、紫外線硬化型アク
リル系樹脂「セイカビームＥＸＦ－０１Ｌ（ＮＳ）」［大日精化工業 (株 )製、商品名］６
.６重量部を添加し、さらに、全体の固形分濃度が１重量％になるように、メチルイソブ
チルケトンとイソプロピルアルコールとの重量比１：１の混合溶媒で希釈し、コート剤を
調製した。次いで、このコート剤を、マイヤーバーＮｏ .４にて、上記（２）の工程で形
成されたハーフキュア状態の高屈折率層Ｉ上に、完全硬化後の厚さが４０ｎｍになるよう
に塗布し、８０℃で１分間乾燥したのち、これに紫外線を光量７００ｍＪ／ cm2で照射し
て硬化させ、高屈折率層 IIを形成した。
このようにして、ＰＥＴフィルム上に、屈折率１ .５１のハードコート層、屈折率１ .７２
の高屈折率層Ｉ及び屈折率１ .６６の高屈折率層 IIを順次形成させた。
（４）フッ素含有シロキサン系コーティング剤［信越化学工業 (株 )製、商品名「Ｘ－１２
－２１３８Ｈ」、固形分濃度３重量％］を、上記（３）の工程で形成された高屈折率層 II
上に、マイヤーバーＮｏ .４で加熱処理後の厚さが１４０ｎｍになるように塗布し、１５

10

20

30

40

50

(9) JP 4008203 B2 2007.11.14



０℃で２分間加熱処理して、屈折率１ .４０の低屈折率層を形成した。
このようにして作製された光学用フィルムの物性を第１表に示す。
なお、各コート層の厚さは、大塚電子 (株 )製「ＭＣＰＤ－２０００」により測定し、屈折
率は (株 )アタゴ製アッベ屈折計により測定した。（以下、同様）
【００１８】
実施例２
実施例１（２）の工程において、コート剤の調製を以下のように変えた以外は、実施例１
と同様な操作を行い、光学用フィルムを作製した。この光学用フィルムの物性を第１表に
示す。高屈折率層Ｉの膜厚：１００ｎｍ、屈折率：１ .７１〈コート剤の調製〉
「セイカビームＥＸＦ－０１Ｌ（ＮＳ）」（前出）１００重量部に対し、ＩＴＯ分散体［
大日本インキ化学工業 (株 )製、固形分濃度１５重量％］２０００重量部を加え、さらにイ
ソブチルアルコール溶媒で、固形分濃度が３重量％になるように希釈してコート剤を調製
した。
実施例３
実施例１（４）の工程において、コーティング剤をシロキサン系帯電防止剤「コルコート
Ｐ」［コルコート (株 )製、商品名、固形分濃度２重量％］に変え、マイヤーバーＮｏ .６
で製膜した以外は、実施例１と同様にして光学用フィルムを作製した。この光学用フィル
ムの物性を第１表に示す。なお、この光学用フィルムの表面抵抗値は３×１０ 9Ω／□で
あった。
低屈折率層の膜厚：１３０ｎｍ、屈折率：１ .４５
実施例４
実施例１（４）の工程で形成された低屈折率層上に、さらにフッ素系樹脂「オプツールＤ
ＳＸ」［ダイキン工業 (株 )製、商品名、固形分濃度２０重量％］を専用希釈剤「デムナム
ソルベント」［ダイキン工業 (株 )製、商品名］で濃度０ .１２重量％に希釈して調製した
防汚コーティング剤を、マイヤーバーＮｏ .４で乾燥厚さが５ｎｍになるように塗布し、
乾燥処理して防汚コート層を形成した以外は、実施例１と同様にして光学用フィルムを作
製した。この光学用フィルムの物性を第１表に示す。
【００１９】
比較例１
実施例１において、（２）工程におけるコート剤濃度を４重量％とし、かつ（３）工程の
高屈折率層 IIを形成せずに、（４）工程を施し、低屈折率層を形成させた以外は、実施例
１と同様にして光学用フィルムを作製した。この光学用フィルムの特性を第１表に示す。
高屈折率層Ｉの膜厚：１１５ｎｍ
比較例２
実施例１において、（２）工程を施さず、かつ（３）工程におけるコート剤濃度を４ .５
重量％に変えた以外は、実施例１と同様にして光学用フィルムを作製した。この光学用フ
ィルムの特性を第１表に示す。高屈折率層 IIの膜厚：１１０ｎｍ
比較例３
実施例２（２）の工程において、コート剤の調製で、紫外線硬化型アクリル系樹脂「セイ
カビームＥＸＦ－０１Ｌ（ＮＳ）」１００重量部の代わりにポリエステル樹脂溶液［東洋
紡績 (株 )製、商品名「バイロン２０ＳＳ」、固形分濃度３０重量％］３３０重量部を用い
、かつ希釈溶媒をトルエンとメチルイソブチルケトンとの重量比１：１の混合溶媒に変え
ると共に、紫外線を照射せずに１００℃で１分間加熱処理して高屈折率層Ｉを形成した以
外は、実施例２と同様に実施して光学用フィルムを作製した。この光学用フィルムの特性
を第１表に示す。
高屈折率層Ｉの膜厚：９０ｎｍ、屈折率：１ .７３
【００２０】
【表１】
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【００２１】
【発明の効果】
本発明の光学用フィルムは、ウエットプロセス法により作製されたものであって、反射防
止性能及び耐擦傷性に優れる上、製造コストが低く、例えばＰＤＰ、ＣＲＴ、ＬＣＤなど
の画像表示素子の反射防止フィルムとして好適に用いられる。
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